
様式第１号（第２条関係）  

令和○○年○○月○○日  

固定資産税課税免除申請書  

  豊田市長  様 

豊田市過疎地域の持続的発展に係る固定資産税の課税免除の特例に関する
条例第３条第１項の規定により、次のとおり  令和○○ 年度分の固定資産
税の課税免除を申請します。  

申 

請 

者 

住  所  

（所在地） ○○県 ○○市 ○○町 ○丁目 ○○番地  

氏  名  

（名称）   ○ ○ ○ ○ 

事 業 の 種 類  製造業（○○部品製造）  

設 備 の 所 在 地  豊田市  ○○町  ○○  ○○番地  

免
除
の
対
象
と
な
る
設
備
等 

土 

地 

地 積  ㎡  地 目       

取 得 年 月 日   取 得 原 因   

家屋の建設着工年月日  取 得 価 額   円  

家 

屋 

床 面 積  ㎡  種類及び構造    

取 得 年 月 日   取 得 原 因   

取 得 価 額   円  

償
却
資
産 

種 類   名 称   

取 得 年 月 日   取 得 原 因   

新設又は増設の区分 
 

 
取 得 価 額   円  

事 業 年 度  ４月１日～３月３１日  

設備を事業の用に供した日 令和△△年△△月△△日 

従 業 者 数  ○○名  

 備考  

１  「従業者数」欄は、家屋又は償却資産を事業の用に供したことに伴って増加

した被雇用者（日々雇い入れられる者を除く。）の人員を記載してください。  

２  土地、家屋及び償却資産で複数あるものについては、別紙により明細を明ら

かにしてください。  

 添付書類  

  １  それぞれの設備等の明細書、設備の配置を記した敷地の平面図、償却資産の

配置を記した家屋の平面図  

  ２  家屋及び償却資産については、租税特別措置法（昭和３２年法律第２６号）

第１２条第３項の表第１号又は第４５条第２項の表第１号の規定の適用を受け

ることが分かる書類  

３  旅館業の用に供する適用設備を設置した者にあっては、当該適用設備に係る

旅館業法（昭和２３年法律第１３８号）第３条第１項の規定による旅館業の経

営の許可を受けたことを証する書類  

個人の氏名又は法人

の名称および住所

（所在地）を記入し

て下さい。  

対象となる場合

のみ記入してく

ださい。  

対象事業所の代

表地番を記入し

てください。  

具体的な事業が

わかるように記

入してくださ

い。  

具体的な事業がわ

かるように記入し

てください。  

会計年度を記入し

てください。  

事業所が実際に稼

動を開始した日

（設置の日ではあ

りません）を記入

してください。  

家屋と償却資産

は特別償却の対

象の設備のみが

対象です。複数

ある場合は別紙

で明細を添付し

てください。  提出先  

 

〒471-8501 

豊田市西町３丁目６０番地  

豊田市役所  資産税課  宛  

 

記入例 


